
脱炭素社会実現に向けた取組の推進について  

【総務省・経済産業省・環境省】

■ 要望事項

■ 要望の理由

〇 平成 30 年の記録的猛暑とそれに伴う熱中症救急搬送者数の大幅な増加や、昨年の度

重なる台風・大雨による広範かつ甚大な被害の発生などに見られるように、気候危機

は既に私たちの身近に及んでいる。 

〇 新型コロナウイルス感染症に対応した「新しい日常」の構築と経済活性化の同時実

現を目指すグリーンリカバリーの取組も見据え、改めて今、直面している気候危機へ

の認識を共有し、あらゆる主体の共感を得ながら協働を呼びかけ、共に、気候危機に

立ち向かう行動を進めていく必要がある。 

〇 今般、令和２年版環境白書では、「もはや単なる気候変動ではなく、人類や全ての生

き物にとって生存基盤を揺るがす気候危機である」としており、この白書を契機に環

境省は「気候危機」を宣言している。 

〇 国内でも、気候危機の状況等を踏まえ、既に 100 以上の地方自治体が 2050 年二酸化

炭素排出量実質ゼロ（ゼロカーボンシティ）を表明しているが、脱炭素社会を実現す

るためには、日本全体での脱炭素に資するエネルギー政策の実行など、国の役割が重

要である。 

〇 このような状況のもと、国においては「2050年実質排出ゼロ」に向けた明確な道筋

を明らかにすることを求める。 

１ 近年の気象災害の激甚化は地球温暖化が一因とされ、もはや単なる気候変動では

なく気候危機といわれている。気候危機に対する認識をあらゆる主体と共有し、共

に具体的な行動を起こすことが重要である。このため、国として、「2050 年実質排

出ゼロ」の実現に向けた明確な道筋を早期に明らかにすること。 

２ 現在利用可能な既存・先進技術を全面活用しながら、更なる省エネルギー化の推

進や再生可能エネルギーの主力電源化を図るとともに、次世代・革新的技術の早期

実現・社会実装に向けた取組を最大限加速化させること。 

３ エネルギー供給事業者から地方自治体へのデータ提供について法的に義務付け

るなど、地方自治体が確実に自らの温室効果ガス排出量の算定や施策構築等に必要

なデータ提供を受けられるようにすること。   



○ 現在利用可能な既存・先進技術を全面活用しながら、省エネルギー機器やエネルギ

ー・マネジメント・システム等の導入、省エネ性能に優れた建築物の新設や既存建築

物の省エネ改修等に対する支援の継続・強化などにより省エネルギー化の推進を進め

るほか、再生可能エネルギーの主力電源化を加速させることを求める。また、カーボ

ンリサイクル技術による原燃料化や再生可能エネルギー由来（ＣＯ₂フリー）の水素の

活用など、次世代・革新的技術の早期実現・社会実装を含めた具体的な取組について

も最大限加速化させることを求める。 

○ また、地方自治体が温室効果ガス排出量の算定や施策等を検討していくためには、

エネルギー利用状況の把握が重要であることから、地方自治体が利用状況を的確に把

握できる仕組が必要である。各地方自治体は、これまでエネルギー供給事業者へ協力

依頼を行い、データの収集等を行ってきているが、電力・ガスの自由化以降、営業秘

密等の観点から提供を断られる事例も発生している。今般のコロナ禍においても、エ

ネルギー消費量の動向をタイムリーに把握できないという状況が改めて顕在化してい

る。   

〇 そこで、エネルギー供給事業者から地方自治体へのデータ提供について法的に義務

付けるなど、地方自治体が確実に温室効果ガス排出量算定及び施策構築に必要なデー

タ提供を受けられるようにすることを求める。 

〇 国自らが強い意思表明と具体的施策を礎に、「持続可能な開発目標（SDGs）」の実現

にも寄与する一層野心的な行動を具体化し、地方自治体と一体となって、国際社会で

は潮流となっている2050年脱炭素社会の実現に向けて先導的な役割を果たしていくこ

とを求める。 
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